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過去五年間の太平洋地域の国際関係は、次の三点によって特徴づけられる。すなわち、① 日本
の世論を形成する主要部門 官僚、大企業経営者、ジャーナリス トと知識人 がアメリカの
戦略的撤退を見越 して準備を開始 し、アジアと国際連合を優先させる政策について考 え始めたこ
と、②華僑や非アジア人投資家に影響力を行使することによって、中国が日本の巨大な経済力に
対 してバランスを図ろうとし始めたこと、③アメリカが国内政治的考慮に左右される長期的視野









型的な例 として、西側の消費主義は冷戦に勝利 したのだとするフランシス ・フクヤマのヘーゲル
的議論や、アメリカは他の普通の国とは異なる 「一極超大国」になったのだというクリン トン大
統領の主張などがあげられる。
機会主義は、新たな雇用 と新 しい情況に対応できる全 く新しい政治的連携を作 り出そうとする
性急な諸政策に広 く見 られる。また、ここで言う分析とは、非常に複雑な世界の潮流 を精査 して
表面的なものと根本的なものを見分けることであ り、諸潮流間の因果関係を見つけだそうとする
ことである。
議論 を始めるにあたって三つの概念を区別 して提示 したのは、理由あってのことである。すな
わち、この区別には警告 と自己批判の意味が込められている。実際の出来事 を観察するとなると、






















げた文明について、彼はほとんど何 も知 らない。例えば、イスラム世界に関するハ ンティントン




は脅威を感 じている。第二次大戦中のナチとアパル トヘイ ト下の南アフリカが日本人を 「名誉白
人」として定義したように、アメリカのエスタブリッシュメントはごく最近まで、 日本を脅威で





と儒教(中 華)文 明を区別するのは、アジアの頂点をめぐる日本 と中国の衝突を近い将来に予測
しているからであ り、またこの衝突がアメリカに利益をもたらすと彼が考えているからである。
中国と日本が協力することにより大 きな利益を見出す可能性や、それがアメリカにもたらす不利
益をハンティントンは全 く考慮 していない。 また、インフラス トラクチャーと発展戦略を多分 に
日本に負い、西洋文明型の民主主義運動を体験 している韓国を彼は儒教(中 華)文 明に位置づけ
ている。
東南アジアについては、ほとんどお手上げ状態である。この地域は、イスラム文明の 「マラヤ










ASEAN自 由貿易協定 と「ボーダーレス ・エコノミー」(多国籍企業、企業間の超国家的提携、
グローバルなテレコミュニケーシ ョン ・ネットワーク、キャピタル ・フローの電信世界)の 二つ
の形をとっている。多 くの人々(特 にエコノミス ト)は 、この統合が世界の統一に貢献する無条
件の善だと信 じて疑わない。また、統合は明らかに文明の枠組を超越 してお り、ハンティントン
の予測とは相容れない現象である。
第二の潮流は、社会的分裂 旧ソ連、旧チェコスロバキア、旧ユーゴスラビアに見られるよ









の分析は的を射ている。例えば、ロバー ト・カプランは、全体的にはハ ンティン トンの議論を評
価 しなが らも、文明間の対立ではなく軍司令官 と略奪部隊の横行 を予測 している(『 ア トラン
ティック ・マ ンスリー』一九九四年二月号)。 しか し、両者とも旧来の国家間システムが危機に
直面 している原因については、多 くを語っていない。
従来の国境 は曖昧になりつつあ り(統 合されつつあ り)、他方、新 しい境界が作 り出されてい
る(分 裂が生 じている)。国家を超えた経済的なつなが りは、国家に対する市民の忠誠心を弱め
ている。そして、国民の 「想像の共同体」(ベ ネディクト・アンダーソン)は 、生産者と消費者
による別の想像の共同体に置き換えられている。経済利益 を軸にして政治共同体が統合で きない
もの 市民と外国人 が統合されているのである。





な動きは、同 じくらい強力な二つの反作用 最強のパー トナーに対する恐怖 と地域経済から除








シアの提唱するEAEC(東 アジア経済会議)の 対抗策 としてAPEC(ア ジア太平洋経済協力会
議)を 推進するオース トラリアの動機の核心 にも同 じ恐怖感が存在する。EAECが 英語圏諸国(ア
メリカ、カナダ、オース トラリア、ニュージーランド)を 除外 しようとするのは、NAFTAが
アジア諸国を除外 しているからである。






ネーション(民 族)と ステイ ト(国 家)が 大体一致 している国は、多民族国家よりも有利な情
況に恵まれるだろう。日本のようなほぼ完璧なネーション ・ステイ トは、競争国の分裂を見なが
ら自らの基盤を固めることに勝利への戦略を見出すに違いない。しかし、そうした場合でさえ、


















































それ以前の一〇年間に中国でしたことを繰 り返さんばか りに、ヴェ トナムへの贅沢なクルーズ ・
ッアーに出発 した。このようにアジアを犠牲に供 した遺産は、今 日で も少なからず残ってお り、
間もなくステイタスの変わる香港、当分ステイタスの変わりそうにない台湾、分離された朝鮮、





を成 している。すなわち、①中国の成長率 と中ソ経済関係の再緊密化、②華僑を取 り巻 きとする
「大中華」の主張、③ 日本の消費者経済への移行の必要性 とその低い実現可能性、④朝鮮の統一、
⑤将来のアジア太平洋におけるバランス ・オブ ・パ ワーの条件 とそれを維持するアメリカの役
割、の五つである。個々の争点について、簡単に議論してみよう。
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一九九〇年代初めの中国の一人当たり国民所得 は五四七 ドル、国民総生産は六〇三五億 ドルで、




体今 日の韓国のレヴェル を達成 しさえすれば、中国の絶対的GNPは アメリカを上回ること






カのシンク ・タンクであるヘ リテージ財団は、それが まるでニュートンの法則であるかのように
次のように記 している。「需要 と供給の法則は引力の法則 と同様に不変である。すなわち、国家
の経済発展 には、ほとんど常に政治的自由が伴 うものである」。






民主主義はそれに対する論理的な対応である。 しか し、 もしその多様性が(か なり均等な所得配






の高度成長経済が、権威主義 と高い一人当た りGNPの 両立可能性を示 したからなのである。
冷戦下にあっては、アメリカが中国の経済発展 を支援することは、ソ連との戦略的三角関係の











政治では親アジア的な潮流が勢いを増 しつつある」(ジ ェームス ・モルッ)。ペレス トロイカ以前
のロシアにとって中国は一七番 目の貿易相手国にすぎなかったが、今日では二番 目となってお り




は中国との関係 をかな り悪化させている。年間一〇パーセン トから一ニパーセントの勢いで成長
を続ける中国は、地域的 ・世界的バランス ・オブ ・パワーを急速に変化させてい くだろう。西洋














系島民を虐殺 したという歴史的事実(一 九六五～六六年)を 、リーは完全に理解 している。今 日、





府を巧みに操作 してきた。その典型例がリェム ・ショエ ・リョンに率いられたサ リム ・グループ
であった。この民間グループは、スハル ト将軍が権力を獲得 した直後に政府 と同盟関係 を結んだ。
そ して、スカルノ時代から続 く食料危機をスハル トが克服 しようとした際、大 きな力添えをした
のである。
(華僑がかなり同化 しているタイを除く)大 半の東南アジア諸国では、華僑の存在(と 成功)
は重大な政治問題になっている。それ故に、中国による 「大中華」の主張を和 らげていくことが、




人脈を使 うことができるだろう。そうすることは可能であり、実際一〇年以内に実現 してい くだ
ろう」。
アジアの強大化に伴う三番目の争点は、アジア諸国の製品の主要市場として、日本がアメリカ
に取 って代る必要性である。(日本、NICs、 東南アジア、中国の)高 品質 ・低価格の消費財 に市
場を提供 してい くことによって、アメリカはアジアの経済発展に歴史的な貢献を果たしてきた。
日本、中国、台湾はアメリカの貿易赤字の大部分を占めてお り、ローレンス ・ズ ッカーマ ンが









ジアにおけるパ ワー ・バランスを図るためにも韓国のような国は支援 していかねばならないから
である。 また、アメリカは、北米市場で販売 される全ての製品に対 して高い現地調達率を課 して
いくべ きであろう。
NAFTA条 約は、米加市場ヘメキシコが優先的に参入することを認めているが、これは、 日
本に依存 しつつあるアジアに対 してアメリカが心持ち市場を閉じたことを暗示 している。こうし
た意味合いを最初に理解 したのは、マレーシアのマハティール首相であった。彼のEAEC提 案
は、アメリカに対する制裁であると同時に、日本への市場開放要求だったのである。




字に真剣に取 り組 もうとしているわけですか ら、これまで通 りにはいかないでしょう。東アジア






生産者主導経済から消費者主導経済へ 歴史的モデルで言えば、ヴィク トリア経済からエ ド







である。マ ッカーサー将軍でさえ成 し得なかった改革(と りわけ、政治家 と官僚の関係の見直 し)
を約束したにもかかわらず、細川首相は基本的に何 もできないまま舞台から降 りてしまった。日





り、通常 の貿易政策 は放棄されるかもしれない)と 一九九七年の中国への香港返還(中 国が





ジアの三大パワー(日 本、中国、ASEAN)の 緩衝地 帯であり、(ウ ィーン会議後のヨーロッパ
におけるポーランドとベルギーのように)ア ジアにおけるバランス ・オブ ・パワーを安定させて
いくうえで必要不可欠である。
二つの うちで も朝鮮半島の方が重要であ り、また大きな問題をはらんでいる。言うまで もなく、












ドルか ら一〇億 ドルに上る送金によって金 日成体制の維持に大きく貢献 したことに日本政府は困
惑 を深めている。また、朝鮮半島における核兵器の拡散を日本人は恐れている。そして、より一'
般的に言えば、かつて朝鮮 を完全なコントロール下に置 くことがで きたという歴史的事実を日本
人は忘れることができない。(慰安婦問題における謝罪など)日 本の朝鮮に対する姿勢は、(南北











形で)引 き続 き朝鮮半島情勢に深 くコミットすべきなのである。
一九五〇年から現在に至るまで、朝鮮半島へのアメリカの軍事的コミットメン トは、常にグロー
バルな利害の反映であ り、朝鮮そのものに関心が向けられたことはこれまで一度 もなかった。ア
メリカが朝鮮戦争に介入 したのは、この戦争 を通 してソ連と中国が世界 のバランス ・オブ ・パ
ワーを変えかねない と考えたからである。
朝鮮戦争が単なる共産主義による攻撃ではなく内戦で もあったことに、アメリカは十分気づ く
ことができなかった。また、抗 日ゲ リラ戦と(中 国革命やヴェ トナム革命の際に見られたような)
ナショナリズムの一形態 としての共産主義の採用により北朝鮮が獲得 した正統性をアメリカは評
価できなかった。 さらに、一九四〇年代の終わりにアメリカが後援 した韓国政府に、かつて日本












の訪朝は、舞台から去 りつつあった金 日成に象徴的な正統性を賦与 し、金正 日への移行を比較的
平穏なものにして しまったのである。
私の考 えるところ、アメリカは金正 日体制 を辛抱強 く監視 していく以外に選択肢を持ち合わせ
ておらず、北朝鮮の体制崩壊に備えてあらゆる方法で対韓支援の準備を進めてい くしかない。北
からの核脅威 に対する抑止の堅持、ソウルにおける対 ミサイル防衛網の建設への援助、そしてと
りわけ(朝 鮮 に対する不当な影響力 を日本が再び獲得するのを防ぐために日本からの資本を注意




ていない。 しかしなが ら、以下の理由により、在韓米軍は撤退すべ きである。すなわち、アメリ
カの地上軍は、それ自体、朝鮮半島における大 きな徴発である。在韓米軍は、軍事 目的を喪失 し
ている。また、戦闘が始 まり日本が中立を選んだ場合、 日米関係は不寛容な雰囲気に覆われるこ
とになる。 さらに、在韓米軍は、バーゲニング ・チ ップとして全 く役に立たない。一九八九年に
国防省 は、議会で次のように証言 している。「韓国軍は(ソ 連と中国を含まない)北 朝鮮からの
脅威に対する自衛能力を十分に保有 している」(『ロサンゼルス ・タイムス』一九九四年四月八日)。
韓国の人口は北朝鮮の二倍であ り、その生産力は一〇倍である。他方、北朝鮮ではあらゆる物





い。急速な統一 も視野に入れておかねばならない。準備が不十分な場合(と りわけ、統一 コス ト











相が南京虐殺事件 と慰安婦の強制徴用を認めない とうっか り口を滑らせた時、彼は即座に辞任さ
せ られ、アジアに駐在する日本の外交官たちは一斉に謝意を表明 した。敵意の一世紀を経てアメ
リカとイギリスが友好関係を築いたように、経済的繁栄を享受 している日本 と中国の関係 も和解
へと進む可能性 を秘めているのである。
もしハンティントンと岡崎が誤 っているとすれば、バ ランス ・オブ ・パワーは必要性を失 う。
日中の協力によってアジアの平和 と安定 は保障され、アメリカが環太平洋諸国の防衛費を肩代わ
りする必要 もなくなるだろう。
しか し、 もし彼 らが正 しいとすれば、アメリカは引き続 きアジアにおけるバランス ・オブ ・パ
ワーを維持 していかねばならない。様々な形のバランスが考えられるが、私 自身は、中国、日本、




















1)本 稿は、英語でなされた 「京都会議」での報告の和訳されたものであり、その後 「世界」平成7年2
月号に 「アジアの強大化をどう読むか」(64-77頁)と 題して再録された。原題は"TheEmpowerment
ofAsia."o
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